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規模 レベルの組合や10万人以Lの 大規模 レベルの組合の増加が口立つ。そこで
次に,1960年代中頃から70年代前.半において組合による広域処理が進展した背


































12)広域 市町村圏構想は,広 域化 しつつ ある経済圏 および生活圏に対応すべ く,市 町村の枠 を超 え
た広域行政 単位を広域市町村圏 として設定 し,そ のなかで廃棄物処理 事業を含めた清掃,社 会福
祉,お よび医療な どを関係 市町村 で共同 して行 うことを推進す るとい うものである。1969年に自
治省が提 案 した 「広域市 町村 圏振興整備措.置要綱」 として具体化 し;自 治省行政局振 興課監修
[7995]によれば,1994年度現在で 圏域数362(うち広域 市町村 圏域338,大都市周辺地域広域行
政圏域24,、構成市町村数3152,対象人119170万人となっている。 なお1969年に制定 した要綱に
基づ く広域市 町村 圏計画 は,1979年か ら 「新広域市町村圏計画.1,そして1990年度か らは 「広域
行政圏計画」 と名称 および内容 をか えつつ,今 日に至 っている。
42(3呂2) 第.165巻第5・6号
第2表 ・般廃棄物処理事業債の起債充当率(1992年度現在)




新規 事 業 補助 事業 40











継続 事 業 補 助 事業 75 80










管 理施 設 新規 ・継続 補 助 事 業 40 40
単 独 事 業 40 40
注:重 点化 ・関連単独 分 とは,補 助 事業の実施 と合わせて行われる 学独事業 を言 う。また
単独施設分 とは,〔司補助事業に係 る既内示に よっては事 業の実施に支障を生 じる同体で,
事業全体を単 独事業 として実施,お よび〔b〕それ以外の事 業で事業全体 を単 独事業 として













廃棄物広 域処理 の経済性 と財政構造 〔2)〔383)43
第3表 広域 市 町村 圏振 興 整 備 事 業 費 実 績 額(1970-1980年,累計値)
事 美 名 事 業 費(億 円) 構 成 比(%)
道 路 40,004 54.9
道路整備関連 270 0.4
消防救急施設 1,734 2.4
教育文化 ・体育施設 6,916 9.5
福 祉 施 設 01930, 2.5
環境衛生施設 13,041 17.9
医 療 施 設 1,943 2.7
.公 園 ・レ.クリエ ー シ ョン施設 1,625 2.2
産業 ・観光施設 3,786 5.2
一般行政施設 189 O.3
その他の施設 1,546 2.0
合 計 72,884 100.0
出 所;藤 田[⊥984]9ペ ー ジ よ り転載 。











13〕 産 業技 術 会議 編[1997]に よれ ば,1965年に法律 が 施 行 さ れ た 後 の市 町村 数 は,1965年4月 で
は 市 が560,岡1.が2005,村が827であ っ たの が,組 合 設 立 の ピ」 ク時付 近 に あた る1970年4月で は























従来 にお ける広域処理 の評価基準 にたい して,組 合処理 の現状がそれ らにそ.
ぐわ な.いとい う結 果 を生 じさせた 要因 と して最初 に考 え られ るのは,書 本
[1974ユで も言及 され,日 本 の一殺廃棄 物処理 におい て大 きな政 策的支柱 と
な っている.自 分の区(市 町村)で 発生 した廃棄物はその区域 〔市 町村 内)に
設けた施設や埋 立地において処理 ならびに処分をお こな うとい う,自 区 内処理
原則 の存在であ る。 この原則 は既述 し.た東京 ごみ戦争・において,都 の清掃工場
廃棄物広域処理の経済性と財政構造(2)(耳85)生5
建設 をめ ぐって予定地にされていた杉並区の周辺住 民か ら反対運動が勃発 し,
さらにこの ような杉並 区の対応 にそれ まで都で発 生 した廃棄物 の多 くを引 き受
けて きたが,周 辺環境 へ の影響 に懸 念を抱い ていた江.東区が批判 し,こ れ に
よ.って廃棄物処理行政 が危機 に陥った教訓か ら生 まれた経験則で ある。
ところで ζの原則 は,廃 棄物処理 の基本法であ る 「廃棄物 の処理及 び清掃 に
関す る法律 」(以下,廃 掃 法)で は一言 も触 れられ てい ない。 田「1[1998]は,
廃掃法弟6条 の2第1項 で しめされてい る,一 般廃棄物処理 は市町村の 自治事
務 とす る内容 を もって 自区 内処理原則(氏 は 自区市 町.村内処理原則 と呼んでい
るが)の 存在 を主張 してい る。だが,そ の項 では市 町村 を単位 とした区域で発
生 した一般廃棄物 の処理責任が,そ の区域 の 自治体 にある とい うこ とを規定 し
てい るに過 ぎず,処 理 をおこな う場所 を発 生 した区域内 に限定す る とは言 って
いない。 また,第6条 の2第2項 をうけて政令 として制定 されてい る一般廃棄
物の処理 基準 において も,処 理方法 にかんす る規定 はあ るが,そ れ らの処理を
発生 した区域 内で おこなうべ きであ るとした規定 は存在 しない。.したが って 自
区内処理原則 にば,廃 掃法 に基づいた明確 な法 的根拠が備わ ってい るわけでは
ない」㌔
しか しこの経験則 は,ご み戦争 とい う深刻 な都市問題 を契機 と して誕生 した
とい う教 訓的な背 景を もってお り,そ れゆえに厚生省 による廃棄物行政に暗黙
















する補助金については,市町村 と組合の両方 とも補助率そのものは同じであ り,
さらに地方債にたいずる充当率もわずか5%上 乗せ しているに過ぎず,こ れら
のことか らそれほど積極的な対応をおこなっていないことが窺われる。また,







に基づ く地域開発政策の内容 として提示された,経 済とそれに付随した生活圏
の広域化 とい う謳い文句を楯に,自治省による広域圏化にかんする一連の政策.
に従 うかたちで周辺自治体を巻 き込み,市 町村を超える範囲で処理区域を設定
した。そしてそのなかで,合 併ではなく「部事務組合による広域処理 という形
態をつ う.じて,自 らの自治体の意思決定権を組合の議会において担保 し,疑似
的な自区内処理原則の構築をめざしたのである。
以上のような2つの異なった廃棄物処理をめぐる各自治体の対応によって,






15)なお,自 区内処理原則が登場 した時期 と.広 域市 町村 悶計画 によって組合 による広域処理が進
展 した時期 とがほぼ 同 じ1970年代前半である ことは大 変興味深 く,こ のことについては廃棄物政





このことをもう少 し詳 しく検討するために,前編第H章 での.スピルオーバー
効果の.分析に際 して用いた組合の財政力指数 と,さらに組合を構成する各市町







































財 政 力 指 数 平 均 値
































































財 政力指 数平 均値
1.2 1.4



































































































































16)政令指定都市 の廃棄物量 は,1人 あた りの1日 平均排出量1.466.3gにlQD万人をか けて算 出し
た値で ある。 また,3万 人未満の町村はおな じく平均排出量818.g8に3万人 をか けて算出 した
もので ある。 したが って実際の排 出量 はポ政令指定都.市は これ らの値以 上の,ま た逆 に3万 人未






















参 考 文 献





















清水 剛,高岸 健,折 戸真美,藤 原健史,武 田信生[1998]「ごみ焼却炉排 ガス中


















横田光雄 ・江畑賢治 「1993]r公共施設財源便覧」 ぎょうせい。
寄木勝美[1974]『ゴミ戦争 地方自治の苦悩 と実験』 日本経済新聞社。
「ユ990]「ごみとリサイクル』岩波書店.
環境産業新聞社編L1996]『廃棄物年鑑1997年版』.環境産業新聞社。





















『広域行政圏要覧 平成6乍 改訂1第 一法規.
『全国一部事務組.合要覧(平 成8年 度)1ぎょうせい。
『市町村別決算状況調(平 成6年 度)」翻地方財務協会。
『日本の人口 平成2年 国勢調杳一...最終報告書(資 料編)
口本統計協会。
『地方財政統計年報(平成8年 度)』働地方財務協会。.
「改訂 ごみ読本』中央法規。.
鷹 、7了==懸.7■..「
